
書式第 12号 (法第 28条関係)

平成 30年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人ACE
1 事業の成果

<平成30年度の事業計画における重点>
1.ガーナでのチャイル ドレイバー・フリー・ゾーンとコレクティブ・インパクト
2.グローバルレベルでのア ドボカシー活動と児童労働ネットワークの提言活動
3.子どもの権利条約の普及
4.児童労働撤廃のためのシナリオ・プランニング、アウトカム志向の事業実施

<全体総括 :成果、課題、教訓>
く全体>
チョコレー トの児童労働に関する動きは大きく進展 した1年 となった。 (詳 しくは、重点 1の報告を

参照)。 またア ドボカシーはG20を機会に日本政府を飛び越 した他国政府 との関係構築ができた。計画
作成当初には想定 していなかった活動もあったが、機会を捉え強みを最大限活かした結果といえる。

他方でコットン分野での企業との連携やビジネスと人権指導原則のNAP策定などはACEの コン トロー
ルできない外部要因や進みが遅い部分もあり、さほど進展がない部分もあった。

また子どもの権利条約普及のためのキャンペーン立ち上げ、子ども・若者の権利や安全を守るため
のセーフ・ガーディング・ポリシーの策定など、子どもの権利については新たな動きを団体内外で進
めることができた。

組織運営としては、フレックスタイム制の導入や研修の実施など、例年にない取 り組みを行いなが

らも、1年を通じ概ね安定 した運営ができた。

<今年度計画の重点について>
1.ガーナでのチャイル ドレイバー・フリー・ゾーンとコレクティブ 。インパク ト*

ガーナ政府の児童労働撤廃に向けた国家計画の一部である 「チャイル ドレイバー・フリー・ゾーン

(児童労働のない地域 )」 制度の構築について、ガーナ政府 (雇用労働関係省)と 連携 して制度設計に

着手 し、議論を重ねた。ガーナ雇用労働関係省 (MELR)、 ガーナ農業生産者組合 (GAWU)等 との共催
で、2018年 11月 に全国関係者会議 (ク マシ)を、2019年 7月 には郡 レベルのコンサルテーション会議を
開催。ガーナ政府関係者、地方自治体関係者、コミュニティリーダー、学校関係者、児童労働経験者
など、多様なステークホルダーを巻き込んで議論を行 うことができた。準備などを通 じて関係機関と
の信頼関係構築にも尽力 した。 これ らの結果、ACEの 「スマイル・ガーナ プロジェク ト」の有効性
や、チャイル ドレイバー・フリー・ゾーン認定候補エ リアとしての認知を高めることができた。

上記活動の実施においては、企業からの資金協力を受け、コレクティブ・インパク トのモデルを目
指 して進めてきた。期中には、JICA(国 際協力機構)か ら連携の申し出を受け、日本のチョコレー ト

業界、企業を含むマルチステークホルダーで作るプラットフォームの構築を見据えた、企業へのヒア
リング、ガーナでの共創ワークショップの開催 (2019年 7月 )を協力して実施 した。
ACEと チョコレー ト関連企業との連携も広がりを見せ、スマイル・ガーナ プロジェク ト実施エ リ

アで生産されたカカオを原料に使用 したチョコレー ト商品は、21社80ア イテムに広がったことを確認
した (2019年 3月 時点)。 C20やTICADの機会を通 じて、ガーナのパー トナー団体やプロジェク ト実施コ

ミュニティから関係者を招へい し、チョコレー ト関連企業向けの報告会を4月 と8月 に連続 して行った
ほか、サステナブル・ブラン ド国際会議等さまざまな機会を通じて積極的に発表や発信も行った。
*コ レクティブ・インパク ト:立場の異なる組織 (行政、企業、NPO、 財団、有志団体など)が 、組織
の壁を越えてお互いの強みを出し合い社会的課題の解決を目指すアプローチのこと。
(参照 :htt lobal csr

平成 30 年 9 月 1 日から 令和 1 年 8 月 31 日まで

fc col lective im ct

2.グローバルレベルでのア ドボカシー活動
2019年は数年に一度の日本政府主催の会議が重なり、複数のア ドボカシー機会があつた。2019年大

阪G20サ ミットに向けては、雇用作業部会で各国労働官僚が日本に集 う機会を活かし、SDG Dlalogue



8.7を 3回 開催 (2月 、4月 、9月 )。 児童労働問題へのコミットメン トを各国政府に求めた。結果的に、
大阪G20サ ミット首脳宣言、及び雇用・労働大臣宣言において、児童労働撤廃へのコミットメン トが盛
り込まれたことはひとつの成果と言える。また、代表の がG20サ ミットに対応 したグローバルな市
民社会組織で構成されるC20(Civi1 20)の議長を務め、日本の市民社会としてのC20運営に貢献し
た。

またG20、 TICAD 7、 Alliance8.7、 国連の持続可能な開発に関するハイレベル政治フォーラム (HLP
F)な どの国際会議を機会と捉え、児童労働撤廃に対する各国政府、国際社会のコミットメン ト強化、
資金動員を実現するためのア ドボカシー活動を展開し、特に各国政府および国際機関関係者のACEへの

認知度向上、関係構築が進んだ。昨年度72万筆を集めた児童労働ネットワーク (CL一 Net)の署名の要
請事項を実現させるべく、CL―Netと してG20サ ミット前に厚生労働省に署名を提出、働きかけを行っ
■_

企業のサプライチェーンにある児童労働撤廃 という観点からは、日本政府のビジネスと人権指導原
則の国内行動計画 〈NAP)の骨子案において、行動計画に盛 り込むべき事項のひとつとして児童労働が

明記された。

3.子 どもの権利条約の普及
2019年は、国連 「子 どもの権利条約」の制定から30年、日本の批准から25年 となる節 目の年であ

る。条約批准から長い年月が経過 しているにも関わらず、 日本においては、子どもの権利の認知は低
く、条約の理念に基づいた社会環境の整備には大きな進展がみられないことが懸念される。例えば、

国連子どもの権利委員会が 「子どもの権利基本法」等の法整備を繰 り返 し求めているにも関わらず未
だ整備 されていないことや、近年の子 どもの虐待件数の急増、しつけと称 した体罰による子どもの虐
待死事件など、深刻な状況にあると受け止めている。

これ らの状況を受け、 日本における子ども権利条約の概念の普及・実現を目指 した 「広げよう!子

どもの権利条約キャンペーン」の発足や、国際NGO、 国内NPOで構成される実行委員会の立ち上げを、
事務局として主導 した。 日本の批准日を記念 して4月 22日 にローンチ・イベン トとして開催 した院内集
会では、関係省庁・市民社会組織・子 ども・一般市民等約360名 が参加。子どもへの虐待事件からの児
童福祉法、児童虐待禁止法の法改正の動きもあり、メディアにも報道された。全国各地の100以上の組

織・個人がキャンペーンに参加 し、子ども権利の啓発・ネットワーク構築が各地で行われている。キ

ャンペーンは3年間の計画で展開 していく方向であり、成果としてはまだこれからだが、このような枠
組みを立ち上げたことが今年度の成果といえる。

4.児童労働撤廃のためのシナ リオ・プランニング、アウトカム志向の事業実施
シナリオ・プランニングの手法を用いて、児童労働撤廃に向けた戦略を描き、事業全体として望ま

しいアウトカムを生み出していけるようになることを目指 した。外部講師による「変容型シナ リオ・

プランニング」研修の実施を通 じ、戦略作 りの手法、新たな視点でACEの 事業戦略を見直す機会を得
た。またコレクティブ・インパク トやソーシャルインパク トの測定に関する外部研修ヘスタッフが参
加 し、それらを踏まえ、各プロジェク ト・事業でTOC(Theory of Change)の 素案を作成。これらをブ

ラッシュアップして整理 し、次年度も継続 して全体的な戦略への整理や統合を行 う。

<重点以外の主な成果について>
・コットン関連産業における企業・消費者への働きかけの継続・発展

持続可能な繊維の普及啓発を目的とする非営利組織、Textile Exchange(TE)が開催 し、世界の名
だたるファッションブラン ドが集 う国際会議へ参加。その後TE代表を日本へ招へいし、5月 10日 (コ ッ
トンの日)にSDGsに 関連 したコットン・繊維関連企業向けのセ ミナーを開催 した。翌日のフェア トレ

ー ド・デーに開催 した消費者向けイベン トにも200人 が参加 し、企業・消費者への働きかけを継続する
ことができた。

また、ファッション・流通業界を専門とした業界の新聞である繊研新聞と協働 し、繊維・ファッシ
ョン関連企業を対象としたアンケー ト調査を実施。 日本の当該業界におけるSDGsや人権への取り組み

状況について把握 し、課題を特定することができた。

・企業との関係性構築と広がりと深化
ビジネスと人権に関する企業行動について、日本をグローバルスタンダー ドに近づけるため企業ヘ

の働きかけや啓発活動のひとつとして、法人会員交流サロンの定期開催や、企業向けの研修実施や新
たな研修コンテンツの開発に取 り組むことができた。また、昨年度から取 り組んできたデロイ ト・ ト
ーマツコンサルティング合同会社 との連携による、企業の人権対応の度合いを調査するための 「人権



診断アンケー ト」が完成。調査を開始することができた。次年度も継続 して調査を行い、企業の人権
への取り組みを促進するデータとして活用 していく土台ができた。

法人会員交流サロンにおいては、サプライチェーンの人権対応やESG投資など企業の関心にあわせた
テーマを設定し、外部からのリソースパーソンの人選などを工大 して行った結果、サロンで共有され
る情報や企業同士の対話やネットワークの場としての価値を評価 してもらうことができた。ACEが もつ

強みや価値に対する認知を広げることで、法人会員の増加やネットワーク強化につなげていける可能
性が見えた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係 る事業

40,04

子ども・若
者支援事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

1事業費の

1 金額

|(千 円)

(1)「 スマイル
~丁

ガーナプロジェク
ト」の実施
(児 童労働 か らの

子 どもの保護 と教
育、貧困家庭の 自
立 をめざすプ ロジ
ェク トを継続 して
実施)

通年1(2018年
2月

活動開始 )

ガーナ共和国
ア ハ フ ォ州 ア ス ナ
フォ・サウス郡 2村

1名 児童労働者28人 、
義務教育年齢の子 ど

|

も約300人 、約 150世
|

帯、人口約1,000人  |

C

(2)ガーナ政府 と
の「チャイル ドレ
イバー・フリー・

ゾーン(CLFZ)」 の

制度構築

国関係者会議
の開催

②郡レベルのコン
サルテ~ン ヨン

」ICAが主催 した
「児童労働撤廃に
向けた共創ワーク
ンヨツプ」

上記3回 の会議開
催に向けた準備、
CLFZ制度のガイ ド
ライン文書の作成
など、ガーナ雇用
労働関係省の児童
労働ユニッ ト王導
の技術委員会にも

12018年 11月

12019年 7月

2019年 7月

通年

ガーナ共和国
ア シ ャ ンテ ィ州 ク
マシ

アシャンテ ィ州ア
チ ュマ・ンプニュ
ア郡

グ レーターアクラ
州アクラ

グ レーターアクラ
州アクラ

2名

|ガ ーナ労働雇用関係
1省 の長官をは じめ、

1郡 行政機 関、 コミュ

|ニ テ ィリーダー、学

1校 関係者、NGO、 メ

匿品 看
等関係者、約

13つ の郡代表者15名 、
1行 政関係者約20名 、
1雇用労働関係省9名 、
1農業労働者組合1名 、
|パ ー トナー団体スタ
|ッ フ5名

1雇 用 労 働 省 、 教 育
|

1省 、農 業 労働 組合 、 |

力 カオ協 会、 ガーナ
|

駐在 の 力カオ・ チ ョ
|

コ レー ト企 業 関係 者
|

など50名      |

雇用労働 関係省、農
|

業者組合、国際労働 |

機関等15名     |



複数回参加。
ライン会議な
も参画

ン

に

オ

ど

(3)「 ピース・イ
ン ド プロジ ェク
ト」の実

2村でのプロジェ

ク トの実施

②新規3村でプロジ
ェクトの実施

支援 を受 けてい

労働組合の現地
察ツアーの受 け
れ

る

視

入

2019 年 3
月終 了

(2014年 4月

活動開始 )

2019年 4月 活
動開始

2019年 6月

通 年 インド共和国

テ ランガナ州 ジ ョ
グ ランバ・ ガ ドヮ
ル県の 2村

テ ランガナ州 ジ ョ

グ ランバ・ ガ ドヮ
ル県の3村

テ ラ ンガナ州 ジ ョ

グラ ンバ ・ガ ドヮ
ル県の3村

1名 1義 務教 育年 齢 の子 ど

|も 約 1,585人 、 約

11,640世 帯 、 人 口 約
7,600人

職業訓練 を受けた 15
～17歳女子90人

収入向上 プログラム

参加19世帯

義務教育年齢の子 ど
も1,472人 、約 1,860

世帯、人口約7,053人

児童労働 をやめ教育
を受 け られ るように
なった子 どもの人数
50人

ツアー参加者10名

(4)日 本の児童労
働撤廃・予防プ ロ
ジェク ト

・定時制高校で教
員研修

・アルバイ トに関
す る リーフレッ ト
配布

・アンケー トの実
施 (270人 )

・高校1校で「バレ
ンタインー揆」映
画上映会開催

②佐賀県
・県内のすべての

定時制・通信制高
と労働局 を通 じて
のハ ローワークに
リーフ レッ トを配
布

神奈川県
2018年 12月
21日

2018年 9月 20

日、 2019年 7

月9日

2019年 2-3月

2018年 12月
11日

2019年 7月 -8

月

神奈川県

佐賀県

3名

定時制高校教員研修
参加者25名

リーフレッ ト配布数
442人

上映会参加生徒92

名、教員10名

定時制 。通信制高校
での リーフレット配
布数750人

(5)子 どもと若者
のセーフガーデイ
ング導入準備およ
び現地での悦明

通年

2019年 5月

法人事務所

イン ド

4名

イン ドパー トナー団
体スタッフ3名

(6)「広げよう !

子どもの権利条約
法人事務所 4名

′
■



アドボカシ
ヨゴ とヽ~月
■ヨヽ

キャンペーン」の
発足

キャンペーン事

② キャンペーンロ
ーンチ・イベ ン ト
の院内集会 を開催

1務局
東京都
|キ ャンペーン加盟
'団

体事務所、

東京都

国際 NGO・ 国内 N PI

約14組織の実行委員

賛同団体・個人
国各地の93組織・

人

関 係 省 庁 ・ 国 会
・市民団体・子 ど

も約360人
メディア視聴者多数

言活動

SDG8.7Dialogu

・米国労働省国際
働局副次官招聘
ミナー「サプラ
チェーン上の人
リスク軽減に向
た取 り組み」

100 mi‖ lon for

100 miHionキ ャン
ペーン 映画
『The Price Of

Free』 の普及、主
・共催の上映会

続可能な開発
目標 に関する国連
のハイ レベル政治
フォーラム

(HLPF)への参

な1 国

の開催

の実施

イ

＋

′

019`年12月 2

日、 4月 23日

2018年 10月
26日

018年 11月

時

月

同

１１

界

会

019年 6月

20191年二7月

日

日

アメリカ合衆国

1東 京都

全国各地

東京都

東京都

東京都

5名

6名

5名

1名

10男ξ

:海外政府職

4月 開催 :海外政府職
員、国際機関な ど42

名

議員、企業、市民42
名

1世 界 同時上映の上映|

1会 全国63か 所参加者|

11,166人       |
ACE主 催 上映会参加

|

者48名       |
」ICAと 共催上映会参|

加者65名      |

日本国内での

ネッ トワーク推
と政策提言活動

児童労働ネ ッ ト
ーク
事務局運営
「ス トップ ! 児
労働 キャンペー

ン2019」 の実施

「ビジネス と人
に関する我が国
行 動 計 画の

2

ワ

019年 1月

年

2019年 4月
27-6/16

法人事務所
ネ ッ トワーク加盟
団体事務所
オンライン

法人事務所

4名

2名

ネ ッ トワー ク加盟団
体18団体

キ ャ ンペ ー ン参加 者
1,530人

な し

14,179

2019年 4月 22
日

通年



パブ リック・ コメ
ン ト提出、「ビジネ
スと人権 に関する
ベースラインスタ
デ ィ意見交換会」
での提言

TICAD 7に てサ

や、パー トナー

団体の事務局長 と
プ ロジ ェク ト実

NAP 」策 へ の

019年 8月 23

イ ドイベン トの 日

の村 長 を招 聘 、
壇

神奈川県 5名 イベン ト参加者65名

①講師派遣とワー
|ク ショップの実施

② 教 材 、 映
IDVD、 書籍等の
売、教材の改訂

③寄付の呼びかけ
支援地産 力カオ

④東京都マラソン

1加 、 チ ャ リテ ィラ
ンナーのサポー ト

⑤ イベン ト出展・

王催、ボランテイ
ア活動の推進

・せ んだ い地球 フ

'2a-/l)v7 a:

・ワール ド・コラ

・ ワ ン ・ ワ ー ル

ド・フェステ ィバ

・ACEボ ランティ
アグループによる
親子向け映画上
会の企画・実施

年

年

C'191年 3月 3

チャ リテ ィヘの 日

019年 5月 ～

2018年 9月 17

2018年 9月

018年 11月

019年 2月 2-

日

年
019年 7月

2019年 1～ 31

月

日

9日

フレ

|(1)啓莞百動

ェスタ

スタJAPAN

ボ・フェスタ 10-11日

陵
|せ

|の

品 を知 ら
ン ペ ー ン

商

ヤ

た

キ
施

つ
る
実

ンラインシ ョッ

オンライン

携企業の店舗 仝

オ

プ

京都

所人

国各地

国各地

宮城県

愛

京都

京都

知県

阪府

14名

14名

1名

3名

3名

4名

2名

1講 演・ワークショッ

|プ 60件参加者4,599人

1学 校等の教育機関や
地域の啓発普及活動
を行っている人、
教材、映画DVD購入
者約300人、書籍購入
者約400人

|チiン

ライン寄付者420

チ ャ リテ ィランナ ー

125名

ボ ランテ ィア参加者
132人

各 イベ ン ト来場者 多
数

イベン ト参加者 17名

①子どもの権利サ
ポーター獲得
・キャンペーンの

|   ~

|ミ爵笙E
I~ '

12018年 10月

120日 ～ 11月

(2)広報

法人事務所
オンライン

4名 キャンペー ンを通 じ
た新規申込書24名

20,63

啓発・市民
参加事業



施

プ レス リ リー
ス、SNSや メーノ
マガジン、 ライ

信等 を通 じた
発信

ブ レ ス リ リ
ース随時
メルマ ガ月 1

回
SNS隋時

20日

法人事務所
オンライン

4名 プレス リリース11件
配信、 プ レス関係者
約500人
メルマガ約9,400人
SNS約 15,000人

ットワーク

NGO― 労 働 組
際協働 フォー ラ

ム

・合同企画委員、
児童労働 グルー

事務局の運営
・メーデーヘの出

3

動

ロ

2019年 4月

通 年

法人事務所
加盟団体 ・労働組
合の事務所

東京都

1名

3名

フォーラム加盟

働組合 11団 体、
営NG017団体

イベン ト来場者多数

のビジネスモデノ
立 と企業のプラ

ントフオーム構築

支援地産 力カオ
を使 った商品の

(21社 80ア イテ

」ICAと のチ ョコ

レー ト企 業 の プ ラ

ッ トフォーム化 に

向けた ヒア リング

セ ミナーやイ
ン トを通 じた「し
あわせへのチ ョコ
レー ト」プロジェ
クトの発信

・「しあわせへのチ
ョコレー ト」プロ
ジ ェク ト10周 年

イベン トの開催

・ TiCAD 7に て
ICAと 横浜青年
所の2つ のサ イ ド

イベ ン トにてパー

トナー団体の事

・企業向けセ ミナ
ーの開催

1 力カオ産

ム)

長と登壇、

019年 2月

019年 6月 ～

月

019年 1月 2

019年 8月 2

日、 29日

2019年 8月 3

日

日

ICA事務所
チ ョコレー ト企業

連企業

京都

奈川県

所人事

ツ
「

二示

5名

4名

3名

6名

5名

支援地力カオ農家
およびチ ョコレー ト

関連企業 21企業 (ブ

)の 商品購入

間 企 業 10社 ・ 団
関係者55人

名

ベ ン ト参加者約 401

」ICA関 係者、サ イ ド
|

イベン ト参加者約1001

名、横浜青年会議所 |

参加者約200名   |

参加企業 15社 ・組
参加者約30名

倒

|

‐

訪
豚

ビ
ー

々
人

丼
女

ン
カタ

ラ
者

ソーシャル
ビジネス

推進事業

コッ トン産業
での ビジネスモ

関連業界 の企業
向けセ ミナーと消
費者向けの啓発イ

2

ア

ルの確立

019年 5月 9

10日

法人事務所

東京都 6名 参加者 2日 間合計340
名

23,575



ベン トの開

「日本の繊維 ・

フ ア ッ シ ョ ン企

と調 査

(繊研

働 )

ル

ア
を

の
と

ブ

る
査

果

間

ナ
す

調

結

新 の
」L

のサ ステ

ケー ト」
達 に関

な

ン
実

2018年 10月 オンライン 4名 アンケー ト回答
新
数

研
多

繊
渚酔

員

、
月
劇

社

弔

７
１

〓
屁

Ａ

）

ヨ

軋

業
購

企

聞

ビジネスにお
ける人権課題の解
決促進

企業の人権 に対
す る取 り組 み の

「人権診 断 ア ン

ケ ー ト」 の 実
(デ ロイ トとの

「ビジネスと
」をテーマと

た研修 の企画開
と実施

「サプライチェ
―ン労働・人権

(基 礎)研修」
の実施 (2回 )

法人支援サ
スや法人会員制度
の 訴 求 の た め の
ebサ イ ト再編

し

3

12019年 6月 ～

8月

企画 :通年
研 修 :2019
年 3月 、 4

月、5月 、7

2019年 4月 、
6月

2(Dl()年 12月

オンライン

研修実施企業

東京都、愛知県

法人事務所

3名

4名

4名

4名

回答企業42社
(診 断用基 礎 デー タ
として活用 )

研修参加者約130名

管理部門実務担当者
等研修受講者17名

ウェブサ イ ト閲覧者
多数

ットワーキ
ング、企業関係者
の理解

法人会員交流サ
ロンの開催 3回

月

入

ヽ

８

＜

対

鉾
社
会

Ｄ

３

１

＞

２

４

ヽ
社

＜

在

社

３

ビジ ョナ リ
―ダーズ・クラ
イベント開催

2a-tttv ' t
ンパ ク ト・ネ ッ ト
ワーク・ジャパ ン

(GCN」 )の分科
に の べ 28回 参
(サ プライチェー
ン 、 人 権 DD、
ESG、 SDGs各分

4 不

)

+
イヽ

次
一）
当
日

〈〓”け

2018年 9月 18

日、2019年 1

月29日 、4月

18日

2018年 10月
10日

通年

通 年

法人事務所

東京都

東京都

東京都

5名

法人会員交流サ ロン

参加者のべ62社 97名

ビジ ョナ リー リーダ
ーズ・ クラブ参加者
12名

グローバル・コンパ

ク ト・ ネ ッ トワー
ク・ジャパンカロ盟295
企業・団体



サステナブル
ラ ン ドジ ャ パ ン

(SB―」)フ ォーラ
ムのべ10回参加

・サステナブル・
ブ ラ ン ド国 際
019、  3セ ン`シ ヨ

7ミ

ン登壇

2019年 2月

1通年 東京都

立「一示東

サステナブルブラン

ドジャパ ン (SB―」)

フ ォ ー ラ ム 参 加 企
業・団体約200人

サステナブルブラン
ド国際会議東京2019
セ ッシ ョン参加者約
300人



書式第 13号 (法第 28条 係

平成 30 年度 活動計算書
平成 30 年 9 月 1 日から 令和 1 年 8 月 31 日まで

特定非営利活動法人ACE

(単位 :円 )

1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
ACE募金
チョコ募金
コットン募金
チャイル ドフレンドリー募金
世界の子どもの権利基金
ボランティア受入評価益

3 受取助成金等
受取助成金

4 事業収益
自主事業収益

子ども・若者支援事業
アドボカシー事業
啓発・市民参加事業
ソーシャルビジネス推進事業
管理部門

5 その他収益
受取利息
受取配当金

経常収益計
|1 経常費用
1 事業費

(1)人 件費
給料手当
法定福利費
通勤費
福利厚生費
ボランティア評価費用
人件費計

(2)そ の他経費
業務委託費 (プロジェクト実施費)

売上原価
諸謝金
印刷製本費 ※1

旅費交通費
賃借料   ※1

外注費
保険料
会議費
研修費
諸会費
広報広告費
通信費   ※1

荷造運賃
図書研究費
消耗品費  ※1

什器備品費
水道光熱費 ×1

地代家賃  ×1

租税公課
支払手数料
減価償却費
為替差損
寄付金
雑費
その他経費計

事業費計

128,847,042

科 目 金 額

1,122,000

3,496,000

37,104,374
21,061,452
6,781,222

23,985,757
40,500

5,120,000

9,041,024

1,012,590

7,461,748

2,610,285

48,730

6.560

239

4,618,000

94,093,305

9,954,561

20,174,377

6 799

38,175,832
6,272,295

2,262,038

66,333
5,120,000

51,896,498

21,983,297
1,362,582

599,804
546,334

7,532,131

1,665,839

1,512,738

123,250
664,767
207,100
318,000
222,000
499,989
294,276

3,438
680,846
354,315
417,601

2,820,442

683,344
4,245,618

445,498
9,277

57,118
590

47.250,194
99,146,692



2 管理費
(1)人 件費

役員報酬
給料手当
法定福利費
通勤費
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
諸謝金
印刷製本費 ※1

旅費交通費
賃借料   ※1

外注費
保険料
会議費
研修費
諸会費
通信費   ※1

荷造運賃
図書研究費
修繕費
消耗品費  ×1

水道光熱費 ※1

地代家賃  ※1

租税公課
減価償却費
支払手数料
支払利息
為替差損
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
‖1 経常外収益

経常外収益計
IV 経常外費用

経常外費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

0
7,412,479

1,208,947

531,757
0

16 149 692
115 296 384

次期 正 財産

※1 印刷製本費、賃借料、通信費、消耗品費、水道光熱費、地代家賃は、人件費と同じ割合で事業費と管

理費に按分しています。

9,153,183

788,680
365,415
154,924
94,581

530,909
1,000

15,237

1,340,142
428,000
80,286

962,514
0

5,000

84,538
81,730

551,989
3,956

13,072

1,115,308

83,386
295,842

6,996.509

13.550,658

0

0

13,550,658

90,200
13,460,458

13,343,943

26.804,401



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成 30 年度 貸借対照表

令和 1 年 8 月 31 日現在

特定非営利活動法人ACE

(単位 :円 )

科 目 金 額

資産の部

1 流動資産

現金預金

売掛金

未収金

棚卸資産

前払費用

立替金

仮払金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有 形固定資産

建物附属設備

車両運搬具

有形固定資産計

(2)投 資その他の資産

敷金

出資金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

|1 負債の部

1 流動負債

未払金

前受助成金

前受金 (そ の他 )

特別預 り金 (不 明入金)

未払法人税等

未払消費税

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

預託金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

‖1 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

33,419,292

535,304

5,880,000

1,957,465

87,270

168,947

42,500

42,090,778

2,154.626

44 245 404

17.441,003

52,292

892,334

944,626

1,200,000

10,000

1,210,000

3,189,805

2,372,498

24,000

316,500

90,200

685,000

6,678,003

10,763,000

10,163,000

600,000

13,343,943

13,460,458 26,804,401

26,804,401

44,245,404



書式第 16号 (法第28条関係)

平成 30 年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人ACE

1 重要な会計方針

計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法 人会計基準協議会)

によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法 : 最終仕入原価法による原価法

(2)固定資産の減価償却の方法 : 有形固定資産 :定率法

(3)弓 1当金の計上基準 : 引当金の計上はありません

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

: 施設の提供等物的サービスに関する会計上の計上はありません

(5)ボ ランティアによる役務の提供の会計処理

: ボランティアによる役務の提供は、活動計算■に計上しています。また.計上額の算定方法は、

「3 活動の原価の算定にあたって必要なポランティアによる役務の提供の内訳」に記載しています。

(6),肖責税等の会計処理  : ,肖贅税等の会計処理は、税込経理によっています

2 事業別損益の状況 別紙参照

3.活動の原価の算定にあたって必要なポランティアによる役務の提供の内訳

内容 金 額 算定方法

(活動予算言 )

ンーンャル ビジネス推進事業、 「しあわせへのチ ョコレー トブロジェク ト」ブロボ

ノメンバー2名 (01名 週 30時間2018年 9月 ～ 2019年 8月 . 21名 動画製件 1本 )

ソーシャルビジネス推進事業、アドポカンー事業 セミナー等での通訳1名 (11時

間)

ンーシャル ビジネス推進事業 ライター1名 (108時 間 )

4.520.000

300.000

300,000

①本人の申告による.②動画製4会社が通常制作する場合の費用

通訳派遣会社の単価を採用

本人の申告による

合 計 5.120.000

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財産は27,360,977円 ですが、そのうち9,619,251円 は、下記のように使途′0(特 定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は17.741,726円 です。

(単位 :月 )

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

寄付金

チ ョコ募金

コッ トン募金

チャイル ドフレン ドリー募金

東京マランン2019チ ャリティ

東京マラソン2o20チ ャリティ

その他

東日本大震災復興応援募金

世界の子 どもの権利基金

助成金

日本労働組合総連合会 連合 .愛 のカンパ

大阪 コミュニティ財団 2019年 度助成事業

環境再生保全機構 地球環境基金

あおい福祉AI研 究所

全日本社会貢献団体機構 2019年 度助成事業

国立青少年教育振興機構 子どもゆめ基金

セールスフォース・ドットコム

Panasonic NPO/N60サ ポートファンドfor

SDGs【海外助成】

0 21.061.452

6,781.222

21.061.452

6.781,222

0

0

スマイル .ガーナ プロジェクトに充当 (う ち2割は管理費に充当)

ピース・インドプロジェクトに充当 (う ち2割は管理費に充当)

ガーナ.イ ンド.日 本の子ども・若者支援事業に充当

東京マランン2020チ ャリティにかかる費用に充当

ガーナ とイン ドの事業に充当

震災被災地復興関連支援に充当予定

書籍「チェンジの扉」普及事業に一部充当

ピース・イン ド プロジェク トに充当

ピース・イン ドプロジェク トに充当

ソーシャル ビジネス推進事業 とピース・イン ドプロジェク トに充当

「広げよう I子 どもの権利条約キャンペーン」事務局運営責に充当

書籍「チェンジの扉」の普及事業に充当.

助成金の総額 は2.400.000円。当朗増加額 との差額1.815.922円 は前

受助成金 として貸惜対照表に計上 しています。翌期 も署籠 「チェン

ジの扉」普及事業に充当予定。

啓発 .市 民参加事業に充当.

助成金の総額は300.000円 。当期増加額 との差額 31.094円 は返還テ

定のため朱払金 として貸借対照表に計上 しています。

啓発・市民参加事業の教材製t貫に充当

戦喝策定ソナ リオブランニング研修、チームビルディング研修費に

充当.助成金の総額は2.000,000口。当朗増加額 との差額 556.576円

は前受金助成金 として貸借対照表に計上 しています。翌年度 も継続

して研修費等に充当予定。

2.200.000

0

0

90.604

0

6.464.869

0

90.634

1.573.103

0

0

0

1,490.645

0

0

0

0

15.291.000

6.515.465

17.491,000

50.596

2.179,292

0

7.560

1.200.000

500.000

3.758.000

509.355

584.078

268.906

200.153

1.443.424

2.179.292

0

1.540.163 40.500

1,200.000

500.000

3.758.000

2.000.000

584.078

268.906

200.153

1.443.424

0

0

0

0

0

0

合計 3.830.797 61.823.492 56.035.038 9.619,251

0



5 固定資産の増減内訳 (単位 :円 )

科 目 期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末艘

"価
顆

有形固定資笙

建物的属設備

車両運搬具

投資その他の資産

敷金

出資金

0

0

0

0

0 341.250

3.007.113

1.200,000

10.000

288.958

2.114.779

0

341.250

3.007.113

1.200.000

10.000

52.292

892.334

1.200.000

10.000

合 計 4.558.363 4.558.363 2.403.737 2.154.626

6 借入金の増減内訳 (単位 :円 )

科 目 期首残高 当期借入 当期減 少 期末残高

会員か らの預託金

長期借入金

600.000

11.856.000

0

0

0

1.693.000

600.000

10.163.000

合 計 12.456.000 1.093.000 10.763.000

7.役員及びその近規者との取引の内容

科 日
財務話表に

計上 された金額

左の内役員及び

近親者等の取引

(活動予算書 )

受取会責

受取寄付金

事業収益

4.618.000

94.093,305

20.159.257

66.000

286.773

15,120

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・事業費と管理貢の按分方法 : 貨貸料、通信費、消耗品費、水道光熱責、地代家資を、人件費と同じ割合で技分

0



2.事業別損益の状況

0

【経常収益】

:受取会貴】

正会員受取会貫

賣助会員受取会彙

0

0

0

0

1.122.000

3.496.000

1.122.000

3.496.000

受取金賣 叶 4.613.000 4,618.000

678.OOO 37.104.3740

0

29.005.499

0

250.000

29.683.499

16.849.162

5.424.978

7.420.875

4.212.290

1.356.244

16.849.162

5.174.973

16.917.376 23.579.638 406.119０

一
〇 40.500

23.985.757

40.500

21.061.452

6.781.222

チャイルトフレンドリー,金
世界の子どもの権利基金

ポランティア受入F価益

【受取寄付金】

ACE募金

チ ョコ手金 Xl
コットン,金

100.000

6.662.212

40.500

0 5.020.000 5.120.OOO 5.120.000

曼取■付金 計 38.941.516 773,000 6.702.762 5.270.000 29.005,499 80.697.777 13.395.528 94.0,3.305

【受取助成金等】

受取助成金 1.053.137 3.758.OOO 3.511.137 1.443.424 9.954.501

曼取助成金●
=|

3.700.000 1.0,3.137 3.758.000 8.511.137 1,413.424 9.954.561

342.180

:事 業収益】

参加貴収益

講師謝金収益

792.000

1.060.050 0

842.180

3.565.850 20.390 3.586.240

153.000

50.180

2.502.800

742.205 10.926.229

0

0

990.000

43.200

9.041.024

O

0 1'0.260 150.250

10.926.229

43.200 13.200

150.250

2.830.128

0

0

0

0 2.800.1280

033.812

283.160

2.830.128

633.812

283.160

395.178

120.040

13.030

0

0

0

0

印税収益

姜

“

業務収益

貸出収益

映画関連収益

書層販売収益

物品販売収益

交通費収益

送料収益

教材販売

0

0

22.590

0

300.000

0

0

0 300.000

430.798

120.040

28.340

0

0

120.040

300.000

633.312

283.160

459.138

事業収● 11 9,041.024 1.012.590 7.461.748 2,610.285 20.125,647 48,730 20.174.377

6.560 6.560O

O 239 239受取配当金

為替言益

雑収益

【その他収益】

受取利息

0 0

0

その他収薔 計 0,799 0,799

経常収益 叶 51.682.540 1.790.590 15.217.647 11.6".285 29,005,499 109,334,501 19,512,481 128.347,042

【経常費用】

9.648.429

(人件員 )

給料手当

法定福利賣

10.067.989

1.669.53つ

0

01.600.413

415.348

8.357.370

1.406.335

275.366

9.602.044

1.590.008

881.680 689.644

14.040 14.500 28.080

ボランティア評価責用

通動員

福利厚生■

100.000 5.020.OOO

9.713
Ｃ

一
Ｃ

38.175.832

66.333

6.120.000

6.272.295

2.252.038

7.412.479

1.208.947

531.757

0

0 5.120.000

45.588.31■

7.431.242

2.793.795

66.333

人件■ ■ 11,678.230 10.653.571 ■2.107.812 17.456.885 51,896.498 9,153,183 01,049,681

1.362.582

0

O

0

O

O

153.023 245.341

164.651

0

0

0

0

21.983.297

1.362.582

599.804

546.334

21.983.297

123.185

O

191.440

80.714

3.721.755 7.532.131

1.666.33つ

1.o35.862

1.701.224

516.840

118.529

1.411.480

647.042

61.565

33.411

17.830

182.440

0

1.600

097.672

149.950

3.000

93.320

54.545

77.600

0

0

0

O

1.512.738

123.250

064.767

207.100

530.909

1.340.142

0

365.415

1.000

15.237

0

788.680

154.924

94.501

21.983.207

911.749

7.687.055

1.760.420

680.004

1.547.242

1.362.582

1.388.484

2.043.647

124.25010.600

0

一
Ｉ

〇

一
〇

一６５
一ｍ
一∞

一
１

６

・
０

一
“

・
ｎ

一四

一
　

一
　

・

一

一　

．

一

　

一

　

・

94.787

20.000

0

126.159

10.000

60.000

222.000

0

0

0

159.621

16.258

3.438O

0

0

0

0

0

0

428.OOO

0

5.000

0

30.286

962.514 1.250.790

3.438

5.000

746.000

222.000

580.275

業務委託費 (プロジェクト実施■)

(そ の確 員 )

研修員

Xl

旅受交通員

賃借料   Xl

通信彙   Xl

語謝金

会議員

売上原価

諸会貴

広報広告責

荷造運賃

図書研究員

修経費

消耗品費

`同
製本費 Xl

外注■

保険料

118.105

0

136.267

0

0

0

229.877

94.224 103.113

84.538

0

499.331

765.384

354.315

036.332 551.989

136.411

703.986

307.023

0

34.386

417.601

2.820.442

683.344

318.000

3.438

0

680.845

354.315

222.000

499.989

294.276

4.508

0

O

0

711.245 4.245.613

445.498

3.956

1.115.308

13.072

0

0

99.414

445.498

119.422

4.083

173.291

0

0

0

236.210

111.030

749.887

88.642

24.042

9277

730.187

0

57.118

253.293

3.406.409

■器備品費

支払手数料

減価償却貴

為替差損

冒付金

支払利思

基彙

狛税公凛  ×2

水道光熱員  Xl
地代家賃  × 1

0

590

O

O

9.277

590

0

57.118

83.386

0

295.342

0

590

3.372.431

687.300

83.386

5.360.926

458.570

305.119

57.118

その他経費計 23.362,393 3.525.312 8.532.185 6.118.559 7,1.245 47.250.194 6.996.509 54.246.703

羅常費用 計 40,040,623 14,179,383 20,6".997 23.575,444 711.245 99,146.692 16.149.692 115.2%.3“

当日経常増鴻輌 11,641,917 ▲ 12.388,793
`:、

5.422.350 ▲ 11.937.159 23,294,2勢 10.187.3“ 3,362.789 13.550.653

事業●迫:T] 事率部li合 訃 ■ 理
言贅支優手栞 市民■加事業 |  ス社t學 某

×]`,刷 製本質.■借料.通イ言費.'肖 花品質.水道光熱貴.:也 代家賃は.人件費と同じ割合で事業員と言理員に校分しています.

X2 租税公課 (消■税)は .事業収入の割合で校分しています。

0

0

0

O

0

373.772

273.515

0

0



書式第 17号 (法第 28条関係)

平成 30 年度 財産目録

令和 1 年 8 月 31 日現在

特定非営利活動法人ACE

(単位 :円 )

科 目 金 額

資産の部

1 流動資産

現金預金

現金

外貨

郵便振替口座 下谷神社前郵使局

西武信用金庫 神田支店

三菱東京UFり 銀行 上野支店

三菱東京U FJ銀行 上野支店

三菱東京UF」 銀行 上野支店

三菱東京 UF」 銀行 上野中央支店支店

三井住友銀行 上野支店

三井住友銀行 上野支店

三井住友銀行 上野支店

現金預金計

売上債権

売掛金

未収金

売上債権計

棚卸資産

棚卸資産

棚卸資産計

その他流動資産

前払費用

立替金

仮払金

その他流動資産計

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

建物附属設備

車両運搬具

有形固定資産計

(2)投資その他の資産計

敷金

出資金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

負債の部

1 流動負債

未払金

前受金

特別預 り金

未払法人税等

未払消費税

流 動 負 債

2 固定負債

長期借入金

預託金

固 定 負 債

合 計

合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

267,685

74,748

902.646

21.074.808

4.579,901

2.003.980

2,863.005

316,500

106.649

1.106.889

122,481

42.090,778

2,154,626

44.245.404

17.441,003

33.419.292

535,304

5,880.000

6,415,304

1,957,465

1,957.465

87.270

168,947

42.500

298,717

52.292

892,334

944.626

1,200,000

10,000

1.210.000

3.189.805

2.396.498

316.500

90,200

685,000

6.678.003

10,763,000

10.163.000

600,000

26.804,401



書式第 18号 (法第 28条関係)

平成 30 年度 年間役員名簿

平成 30 年 9 月 1 日から 令和 1 年 8 月 31 日まで

特定非営利活動法人ACE

役  名 氏    名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 尾上 (岩附)由香
平成29年 9月 1日

平成30年 8月 31日

な し

理事 小林 裕
平成29年 9月 1日

平成30年8月 31日

な し

理事 新谷 大輔
平成29年 9月 1日

平成30年8月 31日

な し

理事 馬場 (白 木)朋子
平成29年 9月 1日

平成30年8月 31日

な し

理事 安永 貴夫
平成29年 9月 1日

平成30年 8月 31日

な し

理事 宮本 聡
平成29年 9月 1日

平成30年 8月 31日

な し

理事
松本 (丹羽 )

真理

平成29年 9月 1日

平成30年 8月 31日

な し

監事 大石 貴子
平成29年 9月 1日

平成30年 8月 31日

な し

監事 矢崎 芽生
平成29年 9月 1日

平成30年 8月 31日

な し

以下余 白



書式第 19号 (法第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

平成 30 年 8 月 31 日現在

特定非営利活動法人ACE

氏    名 住 所 又 は 居 所

1 尾上 (岩附)由香

2 小林 裕

3 馬場 (白 木)朋子

4 安永 貴夫

5 菊地 (成 田)由香子

6 山下 みほこ

7 近藤 光

8 坂 口 志保

9 田柳 優子

10 杉山 綾香

11 桐村 康司

12 成塚 雅美


